
○ 令和３年度補正予算専決処分（８月２７日付）の概要

Ⅰ 令和３年度補正予算専決処分（８月２７日付）の趣旨

今回の補正予算は，本県がまん延防止等重点措置の適用区域となるなど現在の新型コ

ロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ，軽症者等のための宿泊施設の更なる確保や県

外からの来県者等を対象としたＰＣＲ検査の実施のほか，若者等のためのワクチンの接

種会場の設置に要する経費を計上することとした。

また，飲食店等に対する営業時間短縮の要請を行ったことを踏まえ，県の要請に応じ

た事業者への協力金の支給に要する経費を計上することとした。

（単位：百万円，％）

令 和 ３ 年 度 令和２年度

区 分 ７月1 0日付 (Ａ)/(Ｂ)
補正前の額 補 正 額 補正後(Ａ) 専決後額(Ｂ)

一 般 会 計 870,932 24,052 894,983 860,000 104.1

（注）端数処理のため，合計は一致しないことがある。以下の表同じ。

Ⅱ 補正予算専決処分の内容
（単位：百万円）

事 業 名 補 正 額

新型コロナウイルス感染防止対策ＰＣＲ検査事業 １１０

新型コロナウイルス感染防止対策調査事業 ３８

新型コロナウイルス感染症の軽症者等のための宿泊施設確保事業 ８，１７４

新型コロナウイルス感染症対策事業 ２９

健康観察業務委託事業 ５１

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業 ２８９

新型コロナウイルス感染症対策時短要請協力金給付事業 １５，３６１

計 ２４，０５２

1



Ⅲ 補正予算専決処分の姿（一般会計）

１ 歳 入

（単位：百万円）

款 別 補正前の額 補 正 額 補 正 後

9 国 庫 支 出 金 203,467 22,699 226,166

14 諸 収 入 10,914 1,353 12,267

歳入合計 870,932 24,052 894,983

２ 歳 出（目的別）

（単位：百万円）

款 別 補正前の額 補 正 額 補 正 後

4 衛 生 費 84,247 8,691 92,938

7 商 工 費 36,122 15,361 51,483

歳出合計 870,932 24,052 894,983

３ 歳 出（性質別）

（単位：百万円）

区 分 補正前の額 補 正 額 補 正 後

1 人 件 費 231,976 120 232,095

2 物 件 費 35,024 8,769 43,793

5 補 助 費 等 183,342 15,163 198,505

歳出合計 870,932 24,052 894,983
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Ⅳ 補正の概要

事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 新型コロナウイルス感染防止対策ＰＣＲ検査事業 110,285

（新型コロナウイルス感染症対策室） 補正後累計

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため，やむを得ず，県外か 261,026

ら帰県・来県する者や県内の離島へ出発する者を対象にＰＣＲ検査

を実施する。

○ 新型コロナウイルス感染防止対策調査事業 37,588

（新型コロナウイルス感染症対策室） 補正後累計

飲食の場における感染拡大を防止するため，営業時間の短縮要請 159,904

対象である飲食店における営業時間等の実態を現地調査する。

○ 新型コロナウイルス感染症の軽症者等のための宿泊施設確保事業 8,173,843

（新型コロナウイルス感染症対策室） 補正後累計

新型コロナウイルス感染者の入院医療の提供に支障を来さないよ 12,686,268

う，軽症者又は無症状者が療養する宿泊施設や健康管理に必要なパ

ルスオキシメーターの確保等を図る。

○ 新型コロナウイルス感染症対策事業 29,304

（新型コロナウイルス感染症対策室）

新型コロナウイルス感染者の自宅待機期間における健康管理の強

化を図るため，鹿児島市のパルスオキシメーターの購入に要する経

費を支援する。

○ 健康観察業務委託事業（新型コロナウイルス感染症対策室） 50,950

新型コロナウイルス感染者の自宅待機中の健康観察体制の維持や

保健所における負担軽減等を図るため，保健所が実施する健康観察

業務の一部を委託する。

○ 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業 288,616

（新型コロナウイルス感染症対策室） 補正後累計

若年層へのワクチン接種を加速化するとともに，妊婦等の感染リ 688,121

スクを軽減するため，県によるワクチン接種会場を設置し，集団接

種を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 新型コロナウイルス感染症対策時短要請協力金給付事業 15,361,067

（中小企業支援課） 補正後累計

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため，県の要請に応じ，営 27,683,113

業時間の短縮に協力した事業者に対して，協力金を支給する。
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